　（家庭裁判所提出用）
　　　　　　　　　　　　　診 断 書 （成年後見用）　  　
	１　氏　　名 　　　　          　　                          　　男　・　女
 　 生年月日　　　M ・T ・S ・H　　　　年　　　月　　　日生　　　（　　　　歳）
    住　　所

	２　医学的診断
　　診断名
　　所　見（現病歴，現在症，重症度，現在の精神状態と関連する既往症・合併症など）
　　備　考（診断が未確定のときの今後の見通し，必要な検査など）

	３　判断能力判定についての意見（下記のいずれかにチェックし，（意見）欄に記載する。）
　　　□ 自己の財産を管理・処分することができない。（後見相当）
　　　□ 自己の財産を管理・処分するには，常に援助が必要である。（保佐相当）
　　　□ 自己の財産を管理・処分するには，援助が必要な場合がある。（補助相当）
　　　□ 自己の財産を単独で管理・処分することができる。
　（意見）
　  判定の根拠（検査所見・説明）
　　備　考（本人以外の情報提供者など）


 以上のとおり診断します。　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　 年　　　月　　　日
病院又は診療所の名称・所在地
担当診療科名
担当医師氏名                                  　  　     印
電話番号
ＦＡＸ番号
診断書付票（診断書とともに作成願います。該当する□にレ印を付けてください。）
１　診断書の「３　判断能力判定についての意見」において，診断をいただいておりますが，参考までに，以下の質問にご回答をお願いします。
　(1)　本人は，以下の各項目について，それぞれどれに該当しますか。
ア　他人との意思疎通
　□できる　  　□できないときもある　　□できないときが多い  　　□できない
イ　見当識障害（今いる場所や今日の年月日などの認識についての障害）

□ない　　　　□まれに見られる        □見られるときが多い　　  □高度
ウ　記憶障害
□ない　　　　□程度は軽い　　　　　  □程度は重い　　        　□顕著
　　エ　脳の萎縮または損傷　
□ない　　　　□部分的に見られる　　　□萎縮または損傷が激しい　□不明
　　オ　各種検査（実施した場合）
　　　　改訂長谷川式簡易知能評価スケール
　　　　　　　　　□　　　　　　　点（実施年月日　平成　　年　　月　　日）　□実施不可
　　　　知能検査　□ＩＱ＝　　　  　（実施年月日　平成　　年　　月　　日）　□実施不可
その他の検査
　(2)　今後，本人に回復の見込みはありますか。
□　回復する可能性が高い。　　□　回復する可能性は低い。    □　分からない。
２　鑑定のお願いについて（保佐開始の場合には鑑定をお願いすることが多いと思います。）
(1)  先生が診断されたご本人について，家庭裁判所から鑑定に依頼をした場合に，引き受けてい
ただけますでしょうか。
　□　引き受ける。
　　□　引き受けることはできないが，次の医師を紹介する。
　　　　氏名                                 　　　
　　　　所属病院　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号　　 　　　　　　　　）
(2)　鑑定をお引き受けいただける場合のみ，以下にご回答願います。
ア　鑑定費用について（当庁では原則として５万円以下でお願いしております。）
　□　５万円でよい。　　　　　□　　　　万円で引き受ける。
イ　鑑定期間について（通常，１箇月前後でお願いしております。）
　□　１箇月でよい。      □　その他（　　　　週間）
ウ　鑑定書作成の手引は必要ですか。        □　必要        □不要
　　※　鑑定を行う必要がある場合には，後日，連絡をさせていただきます。
診断書の作成方法が不明の場合には，裁判所ウェブサイト（http://www.courts.go.jp/）の「裁判手続の案内」→「裁判所が扱う事件」→「家事事件」→「成年後見制度における鑑定書・診断書作成の手引」から「診断書作成の手引」をダウンロードできます。
その他，不明な点は，家庭裁判所書記官室にお問い合わせください。
成年後見用診断書の作成を依頼された医師の方へ（お願い）
　日ごろから，家庭裁判所の事務に関し，一方ならぬ御理解と御協力を賜り，厚く御礼申し上げます。
　今後，本人につき鑑定を行う必要がある場合には，できましたら診断書を作成してくださる先生に鑑定をお引き受けいただきたいと考えております。
　以下，若干説明させていただきます。
	 　成年後見制度とは，精神上の疾患・障害により判断能力が低下した方（本人）
 に関し，本人に代わって法律行為や財産管理を行ったり，本人の財産上の行為
 に対し，同意を与えたり，取り消したりする後見人等を選任して，本人の判断
 を助け，本人の利益保護を図る制度です。
 　成年後見事件には，本人の判断能力に応じて「後見開始」，「保佐開始」，「補助開始」の３つの類型があり，類型によって援助の内容や援助者の権限が異

なります。家庭裁判所では，親族等の申立てに基づき，本人の能力と援助の必要
 性の程度や，誰を後見人等に選任するかなどを判断します。
 　後見開始及び保佐開始については，明らかに鑑定の必要がないと認められる
 場合を除いて，原則として鑑定が必要であるとされています。これは，審判に
 よって本人が契約などを行う能力が制限されることになるため，慎重な手続に
 よって判断しようという趣旨です。なお，補助開始については，鑑定は行いま
 せん。
 　鑑定人は，法律上，主治医に限られているわけではありませんが，本人の状
 態を最もよく理解されている医師は主治医の先生と思われます。また，診断書
 を作成した先生も，本人の状態を御存じのことと思われますので，家庭裁判所
 では，鑑定のための本人や家族の負担を少なくするとともに，できるだけ，短
 期間に，低額の費用で鑑定を行うために，原則として主治医又は診断書作成の
 医師に鑑定を依頼しております。
 　鑑定書を提出していただく期限については，通常のケースでは，正式な依頼
 後おおむね１か月前後で，鑑定の報酬は５万円程度でお願いしたいと考えてお
 ります。ただし，鑑定期間及び報酬額については，個別の事情があれば別途御
 相談させていただきます。
 　鑑定を行う必要がある場合には，後日，連絡させていただきます。


　 診断書を作成される先生におかれましては，鑑定を行う必要がある場合には，
 是非とも鑑定をお引き受けくださいますよう，重ねてお願い申し上げます。
 　鑑定をお引き受けいただけるかどうかなどについては，診断書付票に御記入を
 お願いします。                  
診断書や鑑定書の作成については，裁判所ウェブサイト（http://www.courts.go.jp/）の「裁判手続の案内」→「裁判所が扱う事件」→「家事事件」→「成年後見制度における鑑定書・診断書作成の手引」から各作成の手引をダウンロードできます。
